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2024年度 診療報酬改定の影響等に関するアンケート結果について 

‐地メディ・賃上げ・働き方改革関連‐ 

 

 

独立行政法人福祉医療機構では、2024 年度診療報酬改定の影響等に関するアンケート調査結果

について、リサーチレポートをとりまとめました。 

なお、同レポートの内容については、下記のとおり当機構ホームページに掲載しております。 

＜リサーチレポート＞ https://www.wam.go.jp/hp/keiei-report-r6/ 

 

 

 

➢ 目 的：2024年度診療報酬改定後の実態の把握 

➢ 対 象：高度急性期の病棟・病床、急性期一般入院基本料、療養病棟入院基本料、精神病棟 

入院基本料、地域包括医療病棟入院料、地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入

院医療管理料を含む）、回復期リハビリテーション病棟入院料（回復期リハビリテ

ーション入院医療管理料を含む）、精神科救急急性期医療入院料、精神科急性期治

療病棟入院料、精神療養病棟入院料、精神科地域包括ケア病棟入院料、地域移行機

能強化病棟入院料のいずれかの届出を行っている病院を運営する 1,466法人 

➢ 回 答 数：298 法人（回答率 20.3%） 

➢ 実施期間：2024年 9月 9日～同年 10月 11 日 

➢ 実施方法：Webアンケート 

 

➢ 地域包括医療病棟入院料 

✓ 「転換する予定はない」が 78.1％を占め、「今後転換する予定」は 2.0％にとどまる 

✓ 満たすことが難しい施設基準として、約半数が「重症度、医療・看護必要度の基準」と回

答 

➢ 賃上げ・基本料の引き上げ 

✓ 9 割が外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の届出を行っており、そのうちほぼすべての

病院が入院ベースアップ評価料（Ⅰ）を届出 

✓ 今後のベースアップ予定は、令和 6年度が 2.5％、令和 7年度が 2.1％とおおむね目標値
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➢ 医師の働き方改革 

✓ 8 割以上が 2024年 4月以降で派遣を受けている医師数に「変化はない」と回答 

✓ 救急外来で一部影響はあるものの、「あまり影響はない」または「ほとんど影響がない」

が 8割を超える 

➢ 医療 DX 

✓ 8 割以上が 2024年 4月以降で派遣を受けている医師数に「変化はない」と回答 

➢ 医療機関と介護保険施設等との連携 

✓ 協力医療機関に「なっている」または「今後なる予定」が 8割を占める 

 

 

以上 


